
款 款

(千円) (千円) (千円) (千円)
市税 4,627,210 2,718,740 58.8% 議会費 288,632 154,934 53.7%

地方譲与税 313,346 98,299 31.4% ( 62,090 ） ( 54,930 ） ( 88.5% )

利子割交付金 9,035 4,148 45.9% 7,808,664 4,568,021 58.5%

配当割交付金 3,000 1,384 46.1% 民生費 5,719,369 1,992,200 34.8%

株式等譲渡所得割交付金 1,100 0 0.0% ( 4,235 ） ( 107 ） ( 2.5% )

地方消費税交付金 422,056 249,897 59.2% 2,859,379 946,549 33.1%

自動車取得税交付金 43,723 29,914 68.4% 労働費 54,855 23,812 43.4%

地方特例交付金 15,300 15,300 100.0% ( 3,735 ） ( 0 ） ( 0.0% )

地方交付税 10,557,682 7,431,223 70.4% 1,802,198 291,127 16.2%

交通安全対策特別交付金 9,413 5,054 53.7% ( 2,200 ） ( 32 ） ( 1.5% )

分担金及び負担金 224,806 118,855 52.9% 1,266,079 844,982 66.7%

使用料及び手数料 257,753 128,286 49.8% ( 126,561 ） ( 23,587 ） ( 18.6% )

( 59,001 ) ( 0 ) ( 0.0% ) 2,576,712 452,259 17.6%

2,062,126 832,054 40.3% ( 217,852 ） ( 98 ） ( 0.0% )

( 98,290 ) ( 0 ) ( 0.0% ) 1,132,247 422,139 37.3%

6,020,811 3,648,616 60.6% 教育費 3,186,946 1,132,532 35.5%

財産収入 38,863 16,985 43.7% ( 166,110 ） ( 123,631 ） ( 74.4% )

寄附金 9,744 8,488 87.1% 214,326 123,651 57.7%

繰入金 143,322 0 0.0% 公債費 2,421,217 912,685 37.7%

( 337,482 ) ( 0 ) ( 0.0% ) 予備費 90,977 0 0.0%

1,063,306 0 0.0% ( 582,783 ） ( 202,385 ） ( 34.7% )

16,310 0 0.0%

742,173 76,084 10.3%

( 71,700 ) ( 0 ) ( 0.0% )

2,856,832 17,800 0.6%

( 582,783 ) ( 0 ) ( 0.0% )
歳入合計

国庫支出金

繰越金

市債

県支出金

29,421,601

諸収入

52.3%52.3%52.3%52.3%

29,421,601 11,864,891

災害復旧費

予　算　額 収入済額

総務費

収　入　率

15,401,127 ※（　　　）内は、うち明許繰越分

１　平成24年度一般会計予算執行状況

予　算　額 支出済額

歳　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　出

平成２４年９月３０日現在

執　行　率

40.3%40.3%40.3%40.3%

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

衛生費

歳出合計



収入済額 支出済額

(千円) (千円) (千円) 

国民健康保険事業特別会計
6,249,215 2,484,241 39.8%39.8%39.8%39.8% 2,405,465 38.5%38.5%38.5%38.5% 78,776

後期高齢者医療事業特別会計
538,943 145,423 27.0%27.0%27.0%27.0% 144,665 26.8%26.8%26.8%26.8% 758

介護保険事業特別会計
4,592,557 2,047,778 44.6%44.6%44.6%44.6% 1,782,355 38.8%38.8%38.8%38.8% 265,423

公有林整備事業特別会計
6,048 170 2.8%2.8%2.8%2.8% 514 8.5%8.5%8.5%8.5% △ 344

喜多方西部土地区画整理事業特別会計
62,637 11 0.0%0.0%0.0%0.0% 26,905 43.0%43.0%43.0%43.0% △ 26,894

塩川駅西土地区画整理事業特別会計
109,475 670 0.6%0.6%0.6%0.6% 46,751 42.7%42.7%42.7%42.7% △ 46,081

農業集落排水事業特別会計
194,189 12,670 6.5%6.5%6.5%6.5% 84,013 43.3%43.3%43.3%43.3% △ 71,343

下水道事業特別会計
1,520,040 104,929 6.9%6.9%6.9%6.9% 532,867 35.1%35.1%35.1%35.1% △ 427,938

山都簡易水道事業等特別会計
678,898 22,611 3.3%3.3%3.3%3.3% 137,621 20.3%20.3%20.3%20.3% △ 115,010

高郷簡易水道事業特別会計
96,549 14,637 15.2%15.2%15.2%15.2% 45,932 47.6%47.6%47.6%47.6% △ 31,295

駒形財産区特別会計
9,313 12 0.1%0.1%0.1%0.1% 74 0.8%0.8%0.8%0.8% △ 62

一ノ木財産区特別会計
42,099 1 0.0%0.0%0.0%0.0% 52 0.1%0.1%0.1%0.1% △ 51

早稲谷財産区特別会計
21,124 0 0.0%0.0%0.0%0.0% 45 0.2%0.2%0.2%0.2% △ 45

歳入歳出
差引額

（千円）

会　　　　　計　　　　　名

２　平成24年度特別会計予算執行状況
平成２４年９月３０日現在　　

予　算　額

収入率

歳　　　　　入 歳　　　　　出

執行率



公有林整備事業特別会計

喜多方西部土地区画整理事業特別会計

塩川駅西土地区画整理事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

下水道事業特別会計

山都簡易水道事業等特別会計

高郷簡易水道事業特別会計

会津いいで農業協同組合

水道事業会計

9,265,322,854

1,177,465,209

599,466,101

2,531,580,966

37,979,464,119合　　　　　　　計

４　市債現在高調（借入先別）３　市債現在高調（会計別）

旧郵便貯金資金 1,758,768,183

507,664,327

会　　　　　　　計　　　　　　　名 現　　　在　　　高

134,305,935

一般会計 22,158,182,852

483,000,806

65,962,967

1,605,301,612

旧簡易生命保険資金

厚生年金174,263

757,051,931

106,893,522

27,296,000

2,120,484,746

811,117,761

330,319,777

11,874,406,834

平成２４年９月３０日現在　(単位：円）　 平成２４年９月３０日現在　(単位：円）　

合　　　　　　　計

会津商工信用組合

市町村振興協会

福　島　県

37,979,464,119

893,804,904

1,590,516,452

892,499,412

大東銀行

現　　　在　　　高

16,267,340,824

国民年金

借　　　　入　　　　先　　　　名

財政融資資金（旧資金運用部含む）

東邦銀行

会津信用金庫

福島銀行

地方公共団体金融機構



５　財政状況公表に係る用語の意味

【あ行】
・一般会計
地方公共団体の会計の中心をなす会計で、行政運営の基本的な経費全般を計上する会計です。会計は単一で経理をするのが理想的です
が、行政活動は広範で多岐にわたるため、特定の目的については、必要に応じて特別会計を設置することで明確にしています。

・衛 生 費
保健衛生、環境衛生、母子保健、公害対策、塵芥処理などに関する経費です。

【か行】
・繰　入　金
地方公共団体の各会計間、一般会計、特別会計、基金等の会計間における現金の移動のことをいいます。

・繰　越　金
余ったお金を翌年度の財源として繰り越すものをいいます。

・交通安全対策特別交付金
地方公共団体が必要な道路交通安全施設の設置及びその管理に必要となる経費に充てるためのもので、交通反則金の一部が市に交付され
るものです。

・国県支出金
国、県の事務、事業を行った場合や社会資本のための事業など特定の目的の財源として、国や県から交付される補助金などがこれに該当
します。

・公債費
市が学校建設、道路改良、上･下水道の整備などのために借り入れしたお金を返済するための経費です。

・教 育 費
幼稚園、学校、社会教育などに関する経費です。

【さ行】
・歳　　入
会計年度(毎年4月1日から翌年3月31日までの１年間)における一切の収入をいいます。

・市　　税
市に納めて頂いた税金です（市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税などがあります。）



・使用料及び手数料
使用料は、市が有する行政財産や公の施設を使用させた場合にその使用された方から納めていただくものです。（公営住宅使用料など）
手数料は、市が特定の方のために行う業務に対し納めていただくものです。（各種証明手数料など）

・財　産　収　入
市が有する財産を貸したり売却した場合などに生じる現金収入をいいます。

・諸　収　入
特定の歳入のための科目ではなく、他の収入科目に含まれない収入をまとめた科目です。

・自動車取得税交付金
県が徴収した税金（自動車取得税）の一部が市へ交付されるものです。

・市　　債
学校建設、道路の整備、上･下水道の整備などのため、県知事の同意等を受けて政府資金や金融機関から借り入れし、長期にわたり返済
していくものです。

・歳　　出
会計年度（毎年4月1日から翌年3月31日までの1年間）における一切の支出をいいます。

・災害復旧事業費
降雨、暴風、洪水、地震、その他の災害によって被害を受けた施設等を原形に復旧するための事業に要する経費です。

・商 工 費
商工業振興対策、中小企業振興対策、観光振興などに関する経費です。

・消 防 費
消防団運営、消防施設整備、災害対策などに関する経費です。

・総 務 費
徴税、戸籍住民基本台帳、選挙などに関する経費です。

【た行】
・特別会計
特別会計は一般会計に対し、特定の目的の歳入歳出について経理するため、条例によって設置された会計です。

・地方譲与税
国の税金の一部が一定の基準により市に譲与される税金をいい、自動車重量譲与税や地方揮発油譲与税がこれに該当します。



・地方消費税交付金
県が徴収した税金（地方消費税）の一部が市へ交付されるものです。

・地方特例交付金
平成11年度の税制改正による恒久的な減税に伴う地方税の減収額の一部を補てんするため、地方税の代替的性格を有するものとして国
から交付されるものです。

・地方交付税
地方自治体間の財源の不均衡を是正し、すべての地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政を行うのに必要な財源を保証する目的で、
国が徴収する税金（所得税、法人税、酒税、消費税等）の中から市の財政需要に応じて国から交付されるものです。

・土 木 費
道路維持、除雪、河川管理、都市計画、住宅などに関する経費です。

【な行】
・農林水産業費
農業振興、林業振興などに関する経費です。

【は行】
・分担金及び負担金
特定の利益を受けた方から徴収するものです。

【ま行】
・民 生 費
社会福祉、児童福祉、生活保護などに関する経費です。

【や行】
・予備費
予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、使途を特定しないで歳入歳出予算に計上し、執行機関にその使用を委ねた目的外予算
をいいます。


